
平成 16年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 16年 5月 24日

上   場   会   社   名   ゼリア新薬工業株式会社 上場取引所 東

コード番号    4559 本社所在都道府県

（URL http://www.zeria.co.jp/) 東京都

代表者　　　　　　　　役職名 代表取締役社長 氏名　　伊部　幸顕

問合せ先責任者　　役職名 専務取締役管理本部長 氏名　　林田　雅博 TEL (03) 3661 - 0275
決算取締役会開催日　　平成 16年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 16年 6月 29日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績 　　　（百万円未満切捨表示）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 52,999 △ 1.7 1,192 △ 54.2 1,817 △ 28.7

15年  3月期 53,936 1.7 2,604 △ 32.8 2,550 △ 31.8

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 1,312 △ 29.6 28.66 - 4.5 3.9 3.4

15年  3月期 1,865 37.3 39.17 - 6.3 5.0 4.7

(注)①期中平均株式数 16年  3月期    45,800,096 株　　　15年  3月期    47,635,433 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期 16.00 8.00 8.00 722 55.8 2.5

15年  3月期 16.00 8.00 8.00 757 40.8 2.6

（注）16年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 45,950 28,881 62.9 644.72

15年  3月期 48,242 29,500 61.2 628.90

(注)①期末発行済株式数 16年  3月期  44,796,658 株　   15年  3月期  46,908,931 株

 　 ②期末自己株式数 16年  3月期   3,493,515 株　   15年  3月期   1,381,242 株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 27,800 600 400 8.00 － －

通　　期 55,500 1,800 1,000 － 8.00 16.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   22 円 32 銭 

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は経済情勢等
　様々な不確定要因によりこれらの予想数値と異なる場合があります。
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(百万円未満切捨表示)

　期　別

金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％

Ⅰ 24,527 53.4 28,948 60.0 △4,421 

１. 1,419 1,610 △190 

２. 1,227 1,422 △194 

３. 16,197 18,931 △2,733 

４.                      － 614 △614 

５. 873 698 174

６. 1,182 1,225 △42 

７. 73 41 31

８. 718 917 △199 

９. 68 980 △911 

１０. 324 521 △197 

１１. 423 358 65

１２. 571 345 226

１３. 88 97 △9 

１４. 757 959 △201 

１５. 690 349 340

△89 △124 34

Ⅱ 21,423 46.6 19,294 40.0 2,128

13,911 30.3 14,097 29.2 △186 

１. 4,428 4,592 △164 

２. 233 257 △24 

３. 771 758 13

４. 5 6 △1 

５. 281 264 17

６. 8,188 8,188                      －

７. 2 29 △27 

207 0.4 165 0.4 41

１. 40 47 △7 

２. 143 94 49

３. 23 23 　        　　 　　△0

7,304 15.9 5,031 10.4 2,272

１. 3,882 1,239 2,643

２. 520 437 83

３. 706 663 43

５. 1,172 1,811 △639 
６. 532 539 △7 
７. 114                      － 114
８. 447 436 10

△144 △193 48

45,950 100.0 48,242 100.0 △2,292 

（２）

（３）

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

敷 金 保 証 金

破産債権･更生債権

関 係 会 社 株 式

特 許 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産（１）

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

原 材 料

商 品

製 品

半 製 品

　科　目

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

当 期 前 期

増 減( 平 成 16 年 3 月 31 日 現 在 ) ( 平 成 15 年 3 月 31 日 現 在 )

未 着 品

そ の 他

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

72 97 △24 その他これらに準ずる債権

資 産 合 計

４.

７．　個　別　財　務　諸　表　等

（１）　　貸　　借　　対　　照　　表

長 期 前 払 費 用
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(百万円未満切捨表示)

　期　別

金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％

Ⅰ 14,389 31.3 15,875 32.9 △1,485 

１. 3,439 4,366 △927 

２. 3,061 3,560 △499 

３. 3,200 1,400 1,800

５. 1,788 1,801 △13 
６. 307 299 8
７. 495 1,867 △1,371 
８. 1 290 △289 
９. 48 49 △1 
１０. 960 1,143 △182 
１１. 265 417 △152 
１２. 410 485 △75 
１３. 389 171 218

Ⅱ 2,679 5.8 2,866 5.9 △187 

１. 16 38 △21 

２. 2,456 2,634 △178 

３. 205 193 12

４. 0 0 0

17,069 37.1 18,741 38.8 △1,672 

Ⅰ 6,593 14.4 6,593 13.7                      －

Ⅱ 5,397 11.7 5,397 11.2                      －

１.　資 本 準 備 金 5,397 5,397                      －

Ⅲ 19,592 42.6 19,019 39.4 572

１.　利 益 準 備 金 1,648 1,648                      －

２.　任意積立金 15,959 13,959 2,000

15,959 13,959 2,000

３.　当期未処分利益 1,984 3,411 △1,427 

Ⅳ 945 2.1 △133 △0.3 1,078

Ⅴ △3,647 △7.9 △1,375 △2.8 △2,271 

28,881 62.9 29,500 61.2 △619 

45,950 100.0 48,242 100.0 △2,292 

                     －

別　途　積　立　金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 合 計

そ の 他

役員退職慰労引当金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

固 定 負 債

そ の 他

売 上 割 戻 引 当 金

返 品 調 整 引 当 金

賞 与 引 当 金

預 り 金

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

未 払 金

1年以内返済予定の 21 21長期借入金
４.

短 期 借 入 金

買 掛 金

支 払 手 形

流 動 負 債

（ 負 債 の 部 ）

　科　目

当 期 前 期

増 減( 平 成 16 年 3 月 31 日 現 在 ) ( 平 成 15 年 3 月 31 日 現 在 )

（ 資 本 の 部 ）
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百分比 百分比

％ ％

Ⅰ 52,999           100.0    53,936           100.0    △ 936              

Ⅱ 26,696           50.4     25,880           48.0     815              

△ 152                △0.3    △ 154                △0.3    1                 

26,455           49.9     28,210           52.3     △ 1,754           

Ⅲ 25,263           47.7     25,605           47.5     △ 342              

1,192             2.2       2,604             4.8       △ 1,412           

Ⅳ 691                1.3       483                0.9       208              

1. 0 0 △ 0 

2. 263                111                151              

3. 107                -                   107              

4. -                   160                △ 160              

5. 211                156                54                

6. 108                53                 54                

Ⅴ 66                 0.1       538                1.0       △ 471              

1. 39                 67                 △ 27                

2. -                   444                △ 444              

3. 11                 9                   2                 

4. 7                   7                   △ 0 

5. 8                   9                   △ 0 

1,817             3.4       2,550             4.7       △ 732              

Ⅵ 671                1.3       1,561             2.9       △ 889              

1. 21                 -                   21                

2. 650                1,500             △ 850              

3. -                   61                 △ 61                

Ⅶ 100                0.2       252                0.4       △ 152              

1. 0 8                   △ 8                 

2. 13                 10                 3                 

3. -                   166                △ 166              

4. 85                 35                 50                

5. -                   31                 △ 31                

2,388             4.5       3,859             7.2       △ 1,470           

974                1.8       2,527             4.7       △ 1,552           

101                0.2       △ 533                △1.0    634              

1,312             2.5       1,865             3.5       △ 553              

1,036             1,927             △ 891              

364                381                △ 17                

1,984             3,411             △ 1,427           

前 期 繰 越 利 益

　　　　　　　　　期　　　 別

  科 　　  目

(２)　　　損　　　益　　　計　　　算　　　書
（百万円未満切捨表示）

金　　　額

当　　　　期

自　平成15年 4月 1日

至　平成16年 3月31日

販 売 権 行 使 許 諾 金

自 己 株 式 購 入 手 数 料

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

固 定 資 産 評 価 損

退 職 加 算 金

営 業 外 収 益

金　　　額

受 取 配 当 金

固 定 資 産 売 却 損

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 配 当 額

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

有 価 証 券 評 価 損

債 権 譲 渡 損

そ の 他

為 替 差 益

出 資 金 運 用 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

金　　　額

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額

売 上 原 価

売 上 高

自　平成14年 4月 1日

至　平成15年 3月31日

増　　減

前　　　　期

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

売 上 総 利 益

営 業 利 益

販売費及び一般管理費

受 取 利 息

有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 信 託 設 定 益
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科　　　　　目

1,984 3,411

358 375

８ 円 ８ 円

別 途 積 立 金 600 2,000

1,026 1,036次 期 繰 越 利 益

(百万円未満切捨表示)

期　　　　　別 当　　　　期

１株につき

任 意 積 立 金

前　　　　期

(３)　　　利　　　益　　　処　　　分　　　案

利 益 配 当 金

(注)  1. 平成15年12月10日に 364，532，712円（１株につき8円）の中間配当を実施いたしました。

金　　　　額 金　　　　額

当 期 未 処 分 利 益

これを次のとおり処分いたします。

１株につき

      2. 利益配当金は、自己株式 3,493,515株を除いて計算しております。
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重 要 な 会 計 方 針 
  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式 ･･･････････････ 移動平均法による原価法 

 その他有価証券  

時価のあるもの ･････････ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

 (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動 
平均法により算定しております) 

時価のないもの ･････････ 移動平均法による原価法 

  

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ ･････････････ 時価法 

   
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品・商品・仕掛品 ･･･････ 総平均法による原価法 
 原材料・半製品 ･･･････････ 月別総平均法による原価法 
 未着品 ･･･････････････････ 個別法による原価法 

 貯蔵品 ･･･････････････････ 最終仕入原価法による原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 ･･･････････････ 埼玉工場（倉庫を含む）及び筑波工場は定額法、その他は定率法（た

だし平成１０年４月１日以降取得の建物（その付属設備を除く）は定

額法）を採用しております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

 無形固定資産 ･･･････････････ 定額法によっております。 

   なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に
よっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

５．引当金の計上基準 

 (１)貸倒引当金 ･･･････････ 当期末における売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 (２)賞与引当金 ･･･････････ 従業員に対して次期以降支給の賞与に備えるため、将来の支給見込額
のうち当期負担額を計上しております。 

 (３)返品調整引当金 ･･･････ 販売済製商品の将来予想される返品による損失に備えるため、連結会
計年度末の売掛金を基礎として、返品見込額に対する売買利益及び廃

棄損失の見積額を計上しております。 

 

 

(４)売上割戻引当金 ･･･････ 販売した医療用医薬品に対する将来の売上割戻に備えるため、当該期
末売掛金に対して、当期中の実績割戻率を乗じた金額を計上しており

ます。 

 

 (５)退職給付引当金 ･･･････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１５年）による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 (６)役員退職慰労引当金 ･･･ 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき計上しておりま

す。 
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６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法    

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等につい

ては、振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象  

 為替予約等をヘッジ手段とし、外貨建ての輸入予定取引をヘッジ対象としております。 

③ ヘッジ方針   

 外貨建ての輸入予定取引の為替変動リスクをヘッジするために、為替予約等を利用することとし、ヘッ

ジ手段である為替予約等は、ヘッジ対象である外貨建ての輸入予定取引の範囲内で行うこととしており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法  

 ヘッジ手段がヘッジ対象である予定取引の重要な条件と同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続し

て相場変動を完全に相殺するものであると想定できるため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

 

８.その他財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 ･･･････ 税抜方式によっております。 

 

 

 

〔注 記 事 項〕 
   

（貸借対照表関係）  

１. 関係会社に対する資産及び負債 (当    期) (前    期)

 売 掛 金 １，００５百万円 １，６４８百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 (当    期) (前    期)

  １５，７５０百万円 １５，３９０百万円

３. 担保に供している資産 (当    期) (前    期)

 現金及び預金(定期預金) １２５百万円 １２５百万円

 建 物 １，９３８百万円 ２，０２６百万円

 構 築 物 １３２百万円 １４８百万円

 機 械 装 置 ５０３百万円 ５６６百万円

 車 両 運 搬 具 ３百万円 ３百万円

 工 具 器 具 備 品 １６百万円 ６３百万円

 土 地 ３８２百万円 ３８２百万円

   計  ３，１０１百万円 ３，３１５百万円

  

４. 保 証 債 務 (当    期) (前    期)

  １，７１５百万円 １，７３８百万円

    

５. 会社が発行する株式の総数 普通株式 １１９，８６０，０００株 

 発行済株式の総数 普通株式 ４８，２９０，１７３株 

    

６. 自己株式の保有数 普通株式 ３，４９３，５１５株 

 

７.  配当制限 

     商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額 

                       ９４５百万円 
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（損益計算書関係） 

１. 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

  (当    期) (前    期)

 販 売 促 進 費 ２，３５５百万円 ２，７２３百万円

 給 料 及 び 手 当 ６，１８３百万円 ６，２６８百万円

 旅 費 交 通 費 １，３０３百万円 １，３１０百万円

 賃 借 料 １，１１６百万円 １，２６８百万円

 諸 手 数 料 ３，３７２百万円 ３，０８９百万円

 退 職 給 付 費 用 ６１２百万円 ６２３百万円

 減 価 償 却 費 １３０百万円 １５３百万円

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ７４７百万円 ８８５百万円

 研 究 開 発 費 ４，６００百万円 ４，４６４百万円

  

２. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  (当    期) (前    期)

  ４，６００百万円 ４，４６４百万円

    

３. 関係会社に係る注記 (当    期) (前    期)

 受 取 配 当 金 ２４７百万円 ９５百万円

①リース取引関係 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

１. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

   当   期 前   期 

  

取 得 価 額 相 当 額 

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

１，４４７百万円

３９２百万円

１，８３９百万円

１，０９８百万円

３１３百万円

１，４１１百万円

  

減価償却累計額相当額 

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

６４２百万円

２２１百万円

８６４百万円

４０２百万円

１２７百万円

５３０百万円

  

期 末 残 高 相 当 額 

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

８０４百万円

１７０百万円

９７５百万円

６９５百万円

１８５百万円

８８１百万円

 （注）取得価額相当額は、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

    

２. 未経過リース料期末残高相当額   

  (当   期) (前   期)

  1 年 以 内 ３５９百万円 ２８８百万円

  1 年 超 ６１５百万円 ５９２百万円

  合      計 ９７５百万円 ８８１百万円

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

    

３. 支払リース料及び減価償却費相当額   

  (当   期) (前   期)

 支 払 リ ー ス 料 ３６４百万円 ２３４百万円

 減価償却費相当額 ３６４百万円 ２３４百万円

    

４. 減価償却費相当額の算定方法   

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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②有価証券 

 前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

    

③税効果会計 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

   (当   期)

 繰延税金資産   

 賞 与 引 当 金  ３９０百万円

 売 上 割 戻 引 当 金  １６７百万円

 貸 倒 引 当 金  ６３百万円

 退 職 給 付 引 当 金  １，６４６百万円

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ８３百万円

 そ の 他  ２２６百万円

 繰 延 税 金 資 産 合 計  ２，５７９百万円

 繰延税金負債   

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  △６４８百万円

 繰 延 税 金 負 債 合 計  △６４８百万円

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  １，９３０百万円

   

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法 定 実 効 税 率  ４２.０５％
 （調 整）  

 交際費等永久に損金に算入されない項目  ８.３４％
 受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △４.４３％
 住 民 税 均 等 割 等  ２.８５％
 試 験 研 究 費 特 別 税 額 控 除  △５.２１％
 そ の 他  １.４５％
 税効果会計適用後の法人税等の負担率   ４５.０５％

   

 １株当たり配当金の内訳  

平成 16 年 3月期 平成 15 年 3月期 
年  間 中 間 期 末 年  間 中 間 期 末 

普通（旧）株 式

円 銭 

１６．００ 
円 銭

８．００ 
円 銭

８．００ 
円 銭

１６．００ 
円 銭 

８．００ 
円 銭

８．００ 

（内 訳）

記 念 配 当

円 銭 

－ 
円 銭

－ 
円 銭

－ 
円 銭

－ 
円 銭 

－ 
円 銭

－ 

   

   

８． 役 員 の 異 動 

１. 代表者の異動  

 該当事項はありません。  

   

２. その他の役員の異動  

 別紙の通りであります。  

 

32



（別紙） 
                                                          平成１６年５月２４日  

各     位  
 

住      所  東京都中央区日本橋小舟町10-11 

会      社      名  ゼ リ ア 新 薬 工 業 株 式 会 社               

代表者の役職氏名  代表取締役社長   伊  部   幸  顕  

（コード番号  ４５５９   東証第一部）  

問 い 合 わ せ 先          広   報   部   長    森  山    茂  

電話  03-3661-1039     FAX 03-3663-4203 

 

 

役員異動のお知らせ  

 

  当社はこの度、平成１６年６月２９日をもって下記のとおり、役員の異動を実施する予定

ですので、お知らせいたします。  

記  
 
１．新任取締役候補  

氏   名  新    職  旧    職  

花 田
はな だ

 雅 彦
まさひこ

取締役経理部長  経理部長  

永 谷
ながたに

 康
やす

典
のり

取締役人事部長  人事部長  

瀬 沼
せ ぬま

 宏
ひろ

章
ふみ

取締役経営企画部長  経営企画部長  

吉 島
よしじま

 光 之
みつゆき

取締役医薬営業本部長  医薬営業本部長  

 

２．退任  

氏   名  新    職  旧    職  

株
かぶ

橋
はし

 春 樹
はる き

 
取締役生産物流本部長  

  

以  上  
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補足資料１ 
主要製商品売上高 連結

                           (百万円未満切捨表示) 
期   別 

 
区   分 

当   期 
自 平成 15年 4月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

前   期 
自 平成 14年 4月 1日 
至 平成 15年 3月 31日 

 
増 減 比    

％
    

１．医 薬 品 事 業 ５４，２１０  ５４，８９７  △ １．２５ 

(1) 医療用医薬品部門 ３４，４８７  ３７，５２１  △ ８．０９ 

アシノンカプセル１５０・７５ ９，４６２  １０，５８７  △ １０．６２ 

マーズレン－Ｓ顆粒・ＥＳ錠 ９，２４４  １０，７６６  △ １４．１４ 

プロマック顆粒１５％ ４，１７６   ４，０７５  ２．４８ 

ペオン錠８０ １，７５７  １，８２０  △ ３．４５ 

アビテン・シリンジアビテン・アビテンシートタイプ １，００７  ９７８  ３．０３ 

ランデル錠１０・２０・４０ ９３４    ９３９  △ ０．５６ 

新レシカルボン坐剤 ９１７     ９０２  １．６５ 

アンサー２０注 ５１５     ５０７  １．６９ 

その他 ６，４７２   ６，９４６  △ ６．８２ 

(2) ヘ ル ス ケ ア 部 門 １９，７２２  １７，３７５  １３．５１ 

 コンドロイチン群 ２，５２４ ２，０７６  ２１.５７

 ウィズワン群 １，５１４ １，３１７  １４.９６

 ヘパリーゼ群 １，３３９ １，３４７  △ ０.６６

 ハイゼリーＢ ９４０ １，０３３  △ ９.０５

 ワムナール群 ５８０ ６１０  △ ４.８９

 ローヤルゼリー配合ももの味群 ４８４ ４４２  ９.３９

 その他 １２，３３９ １０，５４７  １７.００

２．そ の 他 の 事 業 １６４  １５８  ４．１０ 

合              計 ５４，３７５  ５５，０５５  △ １．２４ 
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補足資料２

新薬パイプラインの状況

1) 国内開発状況 （平成16年5月24日現在）

開発段階 開発番号 開発形態 適応症 作用機序 及び 特長 備考

申請中
ＺＣ-１０２/
ペオン錠

共同開発
(日本ケミファ）

急性上気道炎 シクロオキシゲナーゼ阻害 効能追加

フェーズⅢ
追加試験

Ｚ-１００/
アンサー注

自社 子宮頸癌
・免疫調節
・白血球増加作用
・好中球機能亢進作用

効能追加

フェーズⅢ Ｚ-２０５ 自社 (導入)
大腸内視鏡前
腸管洗浄剤

腸管洗浄剤唯一の錠剤タイプ

フェーズⅡ
終了

Ｚ-３３５ 自社 閉塞性動脈硬化症 トロンボキサンA2受容体拮抗剤

フェーズⅡ Ｚ-３３８ 自社 機能性胃腸症 上部消化管運動改善作用

フェーズⅡ
Ｚ-１０３/
プロマック顆粒

自社 (導入) 味覚障害 亜鉛補充剤 効能追加

フェーズⅠ Ｚ-２０６ 自社 (導入） 炎症性腸疾患 メサラジン腸溶製剤

2) 海外開発状況

開発段階 開発番号 開発形態 適応症 作用機序 及び 特長 備考

フェーズⅡ
　（欧州）

Ｚ-３３８

自社

機能性胃腸症 上部消化管運動改善作用

フェーズⅡ
　（北米）

共同開発
（山之内製薬）

フェーズⅠ
終了
  （欧州）

Ｚ-３６０ 自社 消化性潰瘍 ガストリン受容体拮抗作用
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